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寝具設備等管理業務仕様書 
 

１ 目的 

この仕様書は，気仙沼市立病院（以下「本院」という。）における寝具設備等管理業務の委託に関し，医

療法その他関係法令を遵守し，適正に業務を履行するため，必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 業務名 

寝具設備等管理業務 

 

３ 履行期間 

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

 

４ 履行場所 

（１）名 称 気仙沼市立病院 

（２）所在地 宮城県気仙沼市赤岩杉ノ沢８番地２ 地下１階リネン室ほか 

 

５ 委託業務項目 

（１）寝具設備管理業務 

（２）洗濯業務 

 

６ 施設概要 

（１）建築面積：8,174.44㎡ 

（２）延床面積：28,944.06㎡ 

（３）敷地面積：52,247.53㎡ 

（４）構  造：鉄筋鉄骨コンクリート造（免震構造） 

（５）階  数：地上６階，地下１階 

（６）病 床 数：340床 

（７）平均外来患者数 1日当たり847.4人（令和５年度） 

（８）平均入院患者数 1日当たり263.2人（令和５年度） 

 

７ 業務内容 

（１）寝具設備管理業務 

①寝具設備の貸与及び洗濯業務（対象物品：別紙１のとおり） 

②新生児用寝具設備の貸与及び洗濯業務（対象物品：別紙２のとおり） 

③寝具等の補充及び補修業務 

・寝具類は，必要な数量を準備の上，予備寝具類等を補充し，不足の生じない体制を確保すること。 

・シミ，破れ，ボタンはずれ等により使用不可能な品目が発生した場合，又は紛失等により品目の不

足が生じた場合は，早急にその都度補修又は補充すること。 
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④集配業務 

   ・集配は，緊急時の対応や業務の効率化を図るため自社便とし，原則として週３回以上とすること。 

   ・不潔品は感染対策上，リネン袋等に入れた状態で回収することとし，必要に応じて当院感染症専門

医師等の指示に従うこと。 

（２）洗濯業務 

①洗濯乾燥，プレス，たたみ，整理，納品業務（対象物品及び予定数量：別紙３のとおり） 

②その他病院から特に要請があるもの 

（３）業務管理 

①寝具設備管理業務，新生児寝具設備管理業務及び洗濯業務の統括管理 

②納品する清潔リネン及び病院から回収する不潔リネンの管理 

（４）感染性汚染物等の取り扱いについて 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第６条第２項から第５項まで，又は第７項

から第９項までに規定する感染症の病原体に汚染されている洗濯物（汚染されているおそれのある洗濯

物を含む）については，密封の上消毒・殺菌すること。 

 

８ 業務日及び業務時間等 

毎日，８時30分から17時 15分まで 

 

９ 業務体制 

（１）受託責任者の配置 

ア 業務の円滑な履行のために業務従事者の中から受託責任者を選任すること。 

イ 受託責任者は他の医療機関と兼務しないこと。 

ウ 受託責任者は，勤務時間中において本院職員と随時連絡及び連携を図ることができる体制をとる

こと。なお，受託責任者が休日等により業務にあたらない場合には，それと同等の能力を有する

者を配置すること。 

エ 受託責任者は，業務従事者に対し教育及び指導を徹底し，指揮監督すること。 

（２）業務従事者の配置 

ア 受託者は，業務履行上支障をきたさないように常に業務量を勘案し，各業務を習熟した業務従事

者を適当数配置すること。 

イ 業務従事者は本院に常駐すること。 

ウ 業務従事者が未経験者又は経験が浅い者である時は，事前に十分な業務研修を受けさせること。 

（３）受託責任者又は業務従事者の変更及び引継ぎ 

ア 契約期間中，退職又は死亡等の理由によりやむを得ず受託責任者を変更する場合は，受託者は直

ちにその旨を本院に報告するとともに，次の受託責任者と十分な引継ぎ期間を設け，変更に伴う

業務の質の低下を招かないようにすること。 

イ 業務従事者を変更する場合は，その旨を本院に報告するとともに，次の業務従事者と作業手順書

等を用いて十分な引継ぎを行い，変更に伴う業務の質の低下を招かないようにすること。 

ウ 受託者は，本院が業務従事者について，業務履行上不適当と認めた場合は，迅速に交代等柔軟な
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対応を取るものとすること。 

（４）業務従事者の報告 

ア 受託者は，情報セキュリティの観点及び業務従事者の条件の確認のため，業務従事者の氏名，

生年月日，資格，常勤又はパートの区分及び経歴を記載したもの並びに有資格者については資格

を証する書類の写しを添付した業務従事者名簿，連絡先を記載した緊急連絡体制表及び担当業務

又は配置がわかる作業体制表を提出すること。 

イ 受託者は，業務従事者に変更があった場合，速やかに本院に新しい業務従事者名簿を提出する

こと。 

（５）業務の規律 

ア 業務従事者は，本業務の目的及び内容を理解し，真摯に業務に取り組むこと。 

イ 患者，来院者等に対しては親切丁寧な対応を心がけること。 

ウ 患者，来院者等に対してみだりに話しかけたりしないこと。 

エ 緊急時又は業務上必要な時以外は，病室や診察室等，患者や来院者がいると思われる部屋やエリ

アにみだりに立ち入らないこと。 

オ 作業は，患者及び来院者等並びに診療に支障のないように行うとともに安全に配慮すること。 

カ 電気，水道等の使用については，省エネルギーの観点から必要最小限にとどめること。 

キ 事件事故等，非常の事態が発生した場合は直ちに本院に報告するとともに適切に対応すること。 

ク 本院の敷地内は禁煙であることを理解し，勤務時間中の喫煙は控えること。 

 

10 再委託等の禁止 

（１）受託者は，委託業務の処理を再委託（委託業務の全部又は一部を第三者に委託することをいい，外

注及び請負を含む。以下同じ。）してはならない。ただし，書面により委託者の承諾を得たときは，

この限りでない。 

（２）前項ただし書の規定により再委託を行った場合，受託者は，再委託先に対し，本契約に定める受託

者の義務と同様の義務を遵守させなければならない。 

（３）受託者は，再委託先による業務の履行について，自らこれを履行する場合と同様の責任を負うもの

とし，再委託先が前項に規定する義務に違反した場合は，当該義務違反は，受託者の違反とみなし

て，その一切の責任を負うものとする。 

 

11 勤務環境 

（１）制服 

ア 服装は，常に清潔に保ち，特に定めのない場合は制服を着用し，業務従事者の所属社名を明確に

するとともに名札をつけること。 

イ 制服は，統一されたデザインとし，あらかじめ本院の承諾を得たものとする。 

（２）労働安全衛生 

ア 受託者は，労働関係の法令及び監督官庁の行政指導を遵守し，業務従事者の福祉，健康管理及び

労働安全衛生に努めること。 

イ 受託者は，労働安全衛生規則第43条及び第44条に基づく健康診断を実施し，その結果を本院に報
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告すること。 

ウ 受託者は，疾病又は感染症対策の観点により，本院からイの健康診断とは別に，特定の健康診断

又は予防接種を依頼された場合は，速やかに実施すること。また，その記録について本院から報

告の依頼があったときは応じること。 

エ 受託者は，業務従事者の感染症等の感染防止対策を取ることとし，従事者が感染症に罹患した場

合，受託者の判断又は本院の指示により，患者及び本院職員等への感染を防止するため，業務の

従事制限等を行うこと。 

（３）通勤 

ア 業務従事者の通勤に自動車を使用する際は，受託者は本院の敷地外に駐車場を確保すること。た

だし，自動二輪又は自転車を使用する際は，本院の駐輪場を使用することができる。 

イ 受託者は，業務従事者が本院の敷地内又は本院周辺の駐車場に違法又は無断駐車することがない

ように周知徹底すること。 

（４）施設 

ア 受託者は，本院内の施設の利用にあたって，本院が定める事項又は本院から指示があった場合は

これに従うこと。 

イ 更衣室，休憩室，売店等は本院内の施設を利用することができる。 

ウ 本院敷地内は禁煙とする。 

エ 本院内の施設利用について，火災，盗難等に十分注意すること。 

 

12 教育研修 

（１）業務従事者への教育研修 

ア 受託者は，業務従事者に対して必要な基礎知識，技術及び技能を習得させるために教育研修を行

うこと。 

イ 受託者は，年間の研修スケジュールを業務計画書に記載し，本院に提出すること。また，実施し

た場合は，教育研修報告書を作成し，本院に報告すること。 

ウ 教育研修の内容について，必要に応じて本院に確認すること。情報セキュリティ及び個人情報保

護については，事前に気仙沼市個人情報保護条例や気仙沼市行政情報セキュリティポリシーとの

整合性を確認すること。 

エ 受託者は，業務従事者の変更があった場合は，業務に従事する前にアの教育研修を行うこと。 

オ 受託者は，従事中の業務従事者に対して常に職場内研修を行い，基礎知識，技術及び技能の向上

を行うこと。 

カ 受託者は，本院が開催する講演や講習会について，本院から要請があった場合は，業務時間内外

を問わず業務従事者を積極的に参加させること。 

キ 受託者は，業務従事者ごとに基礎知識，技術及び技能に関する評価を定期的に行い，業務従事者

ごとの技能の管理を行うこと。 

ク 本院が，必要な基礎知識，技術及び技能の習得が不十分と判断した業務従事者については，個別

の教育研修を速やかに実施し，教育研修報告書を作成し，本院に報告すること。 
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（２）本院職員への教育研修 

業務に関して，本院からの要請又は必要に応じて新規採用者等の本院職員に対する説明会，研修会等を

開催すること。 

 

13 施設，備品及び資料等 

（１）所有権及び著作権 

受託者が，本委託業務の履行のために作成した資料等は，本院の所有物とし，所有権，著作権等の一切

の権利は本院が有するものとする。 

（２）使用及び貸与 

ア 業務の履行のために必要な施設及び設備については，可能な範囲内において，受託者は無償で使

用できることとする。ただし，本院が業務において使用する場合はそれを優先すること。 

イ 業務の履行のために必要な本院の備品及び資料等については，受託者に貸与する。 

ウ 受託者は，備品及び資料等の貸与にあたり必要に応じて借用書を提出すること。 

（３）適正使用 

ア 受託者は，業務で使用している室及びエリア内の整理整頓に努め，清掃を行うこと。 

イ 受託者は，業務で使用している設備について，本院から要請があった際は法定点検や保守点検等

に立会い，結果を本院に報告すること。 

ウ 受託者は，業務で使用している設備について，適切に日常管理を行い，その結果を記録するとと

もに，本院に報告すること。なお，日常管理については，特に業務始業前に入念に行うこと。 

エ 受託者は，業務で使用している施設及び設備に付随している消耗品について，不具合等があった

際はその状況を本院に報告するとともに，必要に応じて交換を行うこと。 

オ 受託者は，本院から使用許可されている施設及び設備について，滅失又は損傷の防止に努め，適正

に使用すること。 

カ 施設，設備及び備品について，滅失，損傷若しくは故障等があった場合又は発見した場合は，直

ちに本院に報告すること。 

キ 受託者は，本院から貸与されている備品及び資料等について，情報の漏洩，紛失，盗難，滅失，棄損，

改ざん及び不正アクセス等の防止を行い，適正に使用すること。 

ク 受託者は，本院から使用許可されている施設及び設備並びに貸与されている備品及び資料等につ

いて，本院の許可なく変型，改造，移転，複写，複製，目的外使用，持ち出し及び廃棄等を行わ

ないこと。 

ケ 受託者は，本院から貸与されている施設，設備，備品及び資料等について，業務が完了したとき，

又は契約が解除されたときは，内容，数量，処理方法及び処理経過等を示した書類を添付して，

本院又は本院が指定する者に引継ぎ，返還又は本院の指示に従い破棄すること。 

コ 委託者は，受託者がオからクの事項を違反した場合又は受託者の故意過失により漏洩，紛失，

盗難，滅失，損傷，棄損，改ざん及び不正アクセス等があった場合は，損害の状況により，受託

者に損害賠償を請求することができる。 

 

14 個人情報保護及び秘密の保持 

（１）受託者は，業務処理上知り得た情報及び個人情報を第三者に開示又は漏洩しないこと。これは契約終
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了後も同様とする。 

（２）受託者は，業務従事者と前項の義務を遵守させるための秘密保持契約を締結するなど必要な措置を講

ずること。 

 

15 委員会等への出席 

（１）本院委員会及び会議への出席 

受託者は，本院内の各種委員会及び会議等へ本院職員からの要請に応じて出席し，意見，助言又は提案

等を行う。 

（２）本院内各部署における会議及び打合せ等への出席 

受託責任者は，院内で開催される業務に関連する会議及び打合せに出席し，本院職員と情報の共有化を

図るとともに業務改善に努める。 

 

16 業務の標準化及び作業手順書の作成 

（１）業務の標準化 

各種設備，機器類を取扱う際は，取扱説明書に基づいて取り扱うこと。 

（２）作業手順書の作成 

ア 受託者は業務の質を保つため，本院と協議の上，作業手順書を作成すること。 

イ 作成した作業手順書は随時見直しを行うこと。 

ウ 作成又は見直した作業手順書は本院に提出し，本院の承認を得た上で当該作業手順書に基づいて

作業を実施すること。 

エ 業務に必要な図面，設計図書，取扱説明書等を常に使用できるよう保管及び管理すること。 

 

17 業務計画，報告，点検及び引き継ぎ 

（１）業務の計画及び報告 

ア 受託者は，事前に本院と協議を行った上で承認を得た様式により，業務計画を提出すること。変

更があった場合には，直ちに変更後の書類を提出し，必要に応じて本院と協議すること。 

イ 受託者は，本院からの要求に応じて業務履行に関する報告を提出すること。 

（２）業務の点検 

ア 受託者は，業務が法令及び適正な作業手順書等に基づいて処理されているかを定期的に点検する

こと。 

イ 受託者は，点検した業務について必要に応じて業務の改善を行うこと。 

（３）業務の引き継ぎ 

ア 受託者は，業務を開始するにあたり，業務の内容，特性，数量，処理方法及び処理経過等を示し

た書類（以下「引継書類」という。）並びに本院又は前の受託者との打合せ等の方法により業務

が円滑，適正かつ確実に行えるよう引き継ぎを行うこと。なお，引き継ぎに係る費用は受託者の

負担とする。 

イ 受託者は，業務が完了したとき又は契約が解除されたときは，引継書類を作成し，打合せ等の方

法により本院，次に受託者となる者又は本院が指定する者が業務継続できるように引継ぎを行う
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こと。 

ウ 受託者は，業務従事者の変更又は受託者間の引き継ぎにより，業務に支障を生じさせること及び

本院職員に負担がかかることがないようにすること。 

エ 受託者は，引き継ぎの内容を書面により記録し，本院に報告すること。 

 

18 業務検査 

（１）検査の実施 

ア 受託者は，本院が行う作業現場の実地調査を含めた業務の検査に従うこと。 

イ 受託者は，本院から業務の進捗状況の提出要求，業務内容の検査の実施要求及び業務の履行に係

る指示があった場合は，それらの要求及び指示に従うこと。 

（２）業務改善 

受託者は，検査の結果本院が不適当であると判断し，口頭又は文書による改善の指示を行った場合は，

直ちに改善の措置を講ずること。 

 

19 事件事故発生時 

（１）受託者は，業務の履行に支障が生じる恐れがある事件事故の発生を知ったときは，その事件事故発生

の帰責の如何に関わらず，直ちに報告書を作成し，本院へ報告すること。 

（２）受託者は，報告書を作成するいとまがない場合は，口頭による本院への報告を優先し，事後に報告書

を作成すること。 

（３）受託者は，事件事故発生時の対応方法をあらかじめ定め，業務従事者へ周知しておくこと。 

（４）業務の履行にあたり，事故防止に必要な安全対策を本院と協議した上で講じること。 

 

20 災害発生時 

（１）災害発生時の対応 

ア 地震，火災その他自然災害が発生した際は，本院からの要請が無くとも，速やかに人員を配置さ

せ，業務が円滑に履行できるようにすること。 

イ 災害が発生した際は，業務を継続して履行するために，必要な人員を確保し，災害の状況又は本

院からの要請に応じて臨時的に業務従事者の増員配置を行うこと。 

ウ 災害が発生した際は，本院の災害対策マニュアル及び当該マニュアルに基づく本院職員の指示に

従って対応すること。 

（２）訓練への参加 

受託者は，本院からの要請に従い，本院が開催する消防訓練等の各種訓練について業務時間内外を問

わず業務従事者を積極的に参加させること。 

 

21 損害賠償責任 

受託者は，業務の履行及び引継ぎにおいて，業務怠慢，故意又は重大な過失により，本院又は第三者に

損害を与えたときは，その損害を賠償しなければならない。 
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22 契約の解除 

本院は，受託者が本仕様書に記載されている事項を誠実に履行しないと認めた場合は，契約期間中であっ

ても契約を解除できる。 

 

23 その他 

（１）業務の履行は，医療法その他関係法令を遵守して行うこと。 

（２）「病院、診療所等の業務委託について（令和７年２月７日付け医政地発 0207 第１号厚生省健康政策

局指導課長通知）」第八の事項を遵守して業務を行うこと。 

（３）本仕様書に定めのない事項については，本院と協議の上，決定する。 

 

 


